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境界要素法とノイマン級数に基づく摂動解法を
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山地や谷地形などの地形の起伏や,埋没谷などの基盤の不整形性を有する地盤では複雑な地震応答を示すこ
とが指摘されている.このため様々な地震応答解析が行われているが,複雑な応答が生じるメカニズムについ
ては依然として不明な点が多い.本研究では,地表面の起伏に着目し,起伏が地震応答に与える影響を検討す
るための手法として,境界要素法と摂動解法を組み合わせた新たな手法を展開した.この手法には地震応答を
入射波と次数ごとの散乱波の寄与に分離できる利点がある.また,本解析手法の適用例を示し,地盤の応答関
数が散乱波の寄与から解釈できること,散乱波の寄与は散乱波の発生地点の地表面の法線方向とこの地点から
地震応答を考える地点-の方向との関係,及び両地点の距離の二つの要因の影響を受けることなどを指摘した.
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1.はじめに

山地や谷地形,崖地などの地表面の起伏や,埋没谷

などの地下構造の不整形性を有する地盤ではこれらの

不整形性に起因する散乱波の影響によって,地表面上

の位置,振動数,入射波の空間分布特性などに依存す

る複雑な地震応答を示すことが指摘されている.そし

て,地震応答に対する地表面の起伏や地下構造の不整

形性の影響を検討することを目的に,様々な地震応答

解析が行われている1ト13).しかしながら,多くの研究

が数値的に求めた地震応答に基づいてその性質を論じ

る手法を用いており,複雑な地震応答を示すメカニズ

ムについては依然として不明な点が多い.また,半円

形谷地形,くさび形堆積地盤などの特殊な形状の地盤

では解析的な手法に基づいてその地震応答が論 じられ

ている14ト16)が,一般の地形にそのまま適用できるもの

ではない.

本研究では地表面の起伏に着目し,複雑な地震応答

を引き起こすメカニズムを検討するための手法として,

境界型の解法の一つである境界要素法と摂動解法を組

み合わせた新たな手法を展開した.まず,地盤の地震

応答解析手法として振動数領域での境界要素法を用い,

地表面の応答振幅と入射波の振幅に関する代数方程式

を求めた.次に,この代数方程式の係数行列である境

界要素行列をノイマン級数に展開し,地表面の応答振

幅の級数解を得た.この級数解は基本解の境界積分を

要素とする行列のべき乗の和で陽に表されているため,

地震応答を入射波と次数ごとの散乱波の寄与に分解 し

て求めることができ,かつ,これに基づいて散乱波の

性質を解析的に検討できる利点がある.

さらに,本解析手法の有効性を示すため,1.5波分の

正弦波形の起伏を有する地形モデルに適用し,求めら

れた散乱波の寄与分布に基づいて,地震応答が生じる

メカニズムについて検討 した.その結果,起伏の谷や

頂上などの点が示す特徴的な応答関数は散乱波の寄与

から解釈することができること,散乱波の寄与は散乱

波の発生地点の地表面の法線方向とこの地点から地寮

応答を考える地点-の方向との関係,及び両地点の距

離の二つのファクターによって影響を受けることなど

を指摘した.

なお,藤原等17ト19)は局所的な不規則性を持っ成層地

盤を鉛直境界で切 り分けて境界要素法を適用し,同一

境界上に位置する点同士のグリーン関数から ｢透過作

用素｣と ｢反射作用素｣を,また,互いに向かい合う境

界上の点同士のグリーン関数から領域内を左右に伝播

する ｢入射作用素｣を導き,それ らのべき乗の和で波

動場を表す手法を展開してお り,その手法は波動場を

ノイマン級数に展開する点で本論文の手法と類似性を

持つ.しかし,藤原等が上記の手法によって堆積盆地

内を往復する波動 (主に表面波)を反射回数ごとに分

解 しているのに対して,本研究では地表面に対する境

界要素行列について平坦な形状からの摂動を取って直

接級数展開しており,得られる結果も地表面の起伏に
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よって生じる散乱波の性質に関するものである.この

ように,両者の解析手法と得られる知見はともに互い

に異なっている.

2.境界要素･摂動解法の定式化

(1) 境界積分方程式の導出22ト24)

図-1のような,地表面に起伏のある均質な半無限地

盤における二次元SH波動場を考える.このとき,弾性

休内の任意の点X-(x,I)で次式の波動方程式が成 り

立つ.

･2U(x,i)一基 響 -o (1)

ここで,U(X,t‖ま点 X,時間tにおけるSH波の変

位,βはS波速度である.変位場 U(X,i)を

U(X,i)-u(X)exp(iut) (2)

とおくと,振動数領域の方穣式として,次のような-

ルツホルム方程式が得られる.

(∇2+境)u(x)-0,kp-u/β (3)

ここで,Uは角振動数,kβはS波の伝播方向の波数,i

は虚数単位である.なお,以降では簡単のため,時間

項 exp(iut)を省略する.

式(3)に二回微分可能な関数u'(X,Y)を掛けて領域

β上で積分すると次式が得 られる.

/a(∇2u(x).舶 x))u･(x7Y)dn(X)-0 (4,

ここで,式(4)にグリーンの定理を適用し,さらに,関

数u+(X,Y)として次の微分方程式

(∇2+捌 u*(x,Y)ニー6(X-Y) (5)

の解を選ぶと,弾性体内の任意の点γ に対して次式の

境界積分方程式が得られる.

u(Y)I/,
/,

q'(X,Y)u(X)dI'(X)

u'(X,Y)q(X)dIl(X)-0 (6)

ここで,Fは領域 57を周回する積分路,q(X)は境界

Il上の点X における外向き法線ベクトルn(X)に関す

るu(X)の微分

q(x)- 3 (7,

である･また,基本解 u+(x,Y),q*(X,Y)は次式で

与えられる.

u*(x,Y)ニーiH52)(kpr)

q*(X,Y)-
au*(X,Y)
an(X)

-警 Hf2'(kβr)品 (8)

ここでrは二点 X,Yの距離,H52)は第 2種 V次ハ

ンケル関数である.
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:Tt

下方から自由表面へ地震波が入射するものとする.式

(6)において,点Y を領域 Dの内部からT上へ移動さ

せると,境界上の変位 u(X)が満たすべき境界積分方

程式が次式のように得られる23).

C(Y)u(Y)+V.p.

-/,

/,
q*(X,Y)u(X)dT(X)

u'(X,Y)q(X)dIl(X)-V(Y)(9)

ここで,V(Y)は境界Il上の点Y における入射波によ

る変乱 C(Y)は境界のYにおける形状によって決まる

値であり,境界が滑らかであるとき 1/2である.また,

V.p.はX -Yの場合の特異点について主値積分によっ

て積分値を評価することを表す.

なお,本研究では境界が自由表面(q(X)-0,X∈T)だ

けであるため,式(9)は次式のように簡略化される22)~24)

C(Y)u(Y)+V.p.q*(X,Y)u(X)all(X)-V(Y)

(10)

(2) 一定要素を用いた境界積分方程式の離散化20)-24)

本研究では境界積分方程式を一定要素を用いて離散

化を行った･境界tlをJ個の境界要素IljO'-1,.･･,J)

で分割,近似する.さらに,一つの境界要素j上の変位

は-定借をとるものと見なし,この値を境界要素3'の

中点の変位 u(Xj)で代表させる.これらの近似によっ

て,式 (10)の境界積分を離散化すると次式が得られる.

iu(Y31,Imilu(X-,/,mq･(X,Yj,dT(X,

-主立 u'x m'hi･m-V'Yj) (ll)
m=1

式 (ll)に含まれるh;.mは基本解 q'(･)の境界積分で表

される項であり,次式で与えられる.

hL･--2/,mq*(X,Yj)dT(X)+6,･m

-2/Tm% Hl'2)(kβr)蒜 dT(X)･6,･-

(12)

ここで,6jm はクロネッカーのデルタである.式 (ll),

(12)の積分は前述のように,j二mのときには主値積分

であるが,一定要素を用いた境界要素法では∂r/an-o



2次散乱波 1次散乱波

入射波

図-2着目点 (△)に入射する入射波u(0)と1次散乱波u(1),
2次散乱波u(2)

より主値積分の値が0となるため,次式が成り立つ.

hL･,･-6j,I-1 (13)

結局,式(ll)は次式のような連立一次方程式の形に

表すことができる22ト24)

V-;H'u (14)

ここで,uは全ての境界要素の応答変位 u(Xj)を,V

は入射波による変位V(Xj)の節点値を並べたJ次元ベ

クトル,また,H'は式(12)のh;･mを要素とするJxJ
次元の正方行列である.

式′(14)の連立一次方程式を解いて未知の節点変位 u

の (数値的)厳密解を得るのが通常の境界要素法の解

法である.以降ではこの解法による解を ｢厳密解｣と

称する.

(3) 摂動解法を用いた近似解の導出

一般に正方行列 Aの逆行列は,A-E-Tなる正

方行列Tを用いて式 (15)のように級数展開することが

できる25).ここでEは単位行列である.
00

A~1-(E-T)~1-∑ Tn (15)n=0
式 (15)はノイマン級数と呼ばれ,Tのノルムに関する

次式の条件下で成り立つ25).

llT=<1 (16)

ここで行列のノルムとはW (W ≠0)に対して

‖Tll--ax慌 止 (17,

で定義され26),その行列との積によってベクトルが ｢増

幅される最大の倍率｣を表す.具体的には,非エルミッ

ト行列 Tに対してそのノルムはTHTの最大の固有値

の平方根として求めることができる.ここでH は共役

転置を表す.

式 (14)中の境界要素行列 H'に対して次式を満たす

新たな正方行列 月■を導入する.

H'=E-H (18)
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なお,H の各要素は式(12)(18)から次式で与えられる.

hj---2/,m%Hl'2'(kpr,& dT(X, (19,

また,式 (13)よりH の対角成分は全て0である.

式(14)に式(15)の関係を適用すると,未知の節点変

位 uの級数解が得られる.

u=(E-H)-12V

=(E+H +H2+･･･)2V

=u(o)+u(1)+u(2)+･･. (20)

ここで,u(V)は次式で与えられる.

u(〟)-Hv2V, U=0,1,2,･.･ (21)

このとき,式(20)の右辺第一項u(0)は入射波の複素

振幅Vと単位行列Eを掛けて2倍 したもの,つまり入

射波のみによって自由表面で生じる応答変位そのもの

である.また,第二項のj成分u5･1)は次式のように表

される.

ui･1)-2(hjl,.･･,him,.･･,hjJH vl,･･.,Vm,･･･,VJ)T
(22)

ここで,式 (22)中の2hjmVmに着目すると,これはm

節点における入射波による変位 2vmが h,･m倍されて

j節点の応答u5･1)に現れることを示 している (臥2参

照)･また,h,･mでは式(19)に見るように,m節点か

らj節点-の波動伝播がハンケル関数 Hl(2)(kβr)(rは

m 節点とj節点の距離)で表現されている･従って,

2h,･mvmは入射波によってm 節点で生じた円筒波が伝

播してj節点に与える振幅を表しており,m 節点で反

射した後にはj節点に至るまでの間の反射を表す項は

含まれていない.このことから,第二項は一旦地表面

で反射した波動が途中で反射することなく再び地表面

に現れる波動 (一次散乱波)を表すものと考えること

ができる.右辺第三項以降についても,たとえば右辺

第三項ではH22V-H(H2V)のように表されること

を考えると,右辺第二項の場合と同様に,一次散乱波

として入射 した波動が地表面で反射 して再び地表面に

現れる波動 (二次散乱波)を表すものと考えることが

できる.このように,級数解の各項は反射回数ごとの

各節点の応答変位であると考えることができる.なお,

上記の級数の次数と反射回数の関連付けの考え方は藤

原等17ト19)の考え方と同様である.

また,式 (19)に示されるように,式 (20)の級数解で

は散乱波の振幅を陽な形で表すことができる.すなわ

ち,それぞれの境界要素から着目点に至るまでの幾何

減衰項を含む波動関数であるHl(2)(kβr)と両者の位置

関係が振幅に与える影響を表す項∂r/∂n(X)との二つ

の要因を用いて散乱波の振幅を直接論じることができ,

このことが本級数解法の最大の利点である.



ところで,式 (20)の級数解では行列の積を繰り返し

求めることになるため,起伏が小さく級数の収束が早

い場合や離れた要素からの小さな寄与を無視しながら

積を計算するなどの工夫をする場合を除いて,計算量

は逆行列を求める場合よりも多くなる.本級数解の利

点は地震応答を反射回数ごとの散乱波の変位に分解で

きることとともに,散乱波の性質を式(19)の被積分関

数に基づいて解析的に検討できることにあり,迅速な

地震応答の評価のみを目的とする場合には通常解法の

方が有利であろう.

(4) 着目点の応答に寄与する散乱波の分布

式 (20)中のHvのjm要素はj節点 (以降では着目

点と称する)に対する境界要素mからの〃次散乱波の

寄与を表しており,その寄与量(H〝),･mを比較すること

によって地盤の応答に与える起伏の影響とそのメカニ

ズムを検討することができる･ここで,(Hレ)3･mはH〝

のjm成分を表す.しかし,H では境界要素の長さに

よってその要素に入射する波動のエネルギーが変化す

るため,HJ'の要素の単純な比較によって散乱波の寄与

量を論じることはできない.また,起伏の高さに伴って

変化する入射波の位相の違いも考慮に入れて寄与を検

討する必要がある.このため,各境界要素からの散乱

波の寄与の検討には,(Hv),･mを境界要素の長さdLm

で除し,入射波の複素振幅vm をかけて求めた単位長さ

当たりの寄与量(万言),･m

(節 ),･--(Hv)3･-蓋 (23)

を用いた.

3.数値解析例と考察

(1) 地形モデル

本研究で用いた地形モデルを図-3に示す.地形モデ

ルは長さ45m,振幅5m,1.5波長分の正弦波形の起伏

を中央に配置し,それ以外は平坦である.また,S波

速度βを100m/Sとした.境界は起伏部分をdL-0.5-

0.7m (∬軸方向に0.5m刻みとしたため要素の傾斜に

よって異なる),隣接する平坦部分 (地盤モデル中央部

から士200m)をdL=2.5m,200m以遠をdL-10mで

離散化し,∬=土600mまでをモデル化した.

本研究では地表面の振動特性を考えるため,図-3に

示す代表的な5つの地点 (A～E点)を着目点として選

び,単位振幅の平面波を鉛直下方から入射させて,也

表面の応答関数,散乱波の寄与分布を検討した.

(2) 厳密解法から得られる応答関数

図｣ に式(14)の連立方程式を解いて求めたA～E点

の応答関数 (絶対値)の厳密解を示す.なお,ここで

言う ｢厳密解｣とは,前述のように式(14)の連立一次

∈
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図-3本研究で用いた地形モデルと着目点A～E

方程式を通常解法で解いた数値解の意味で用いており,

数値誤差が含まれたものである.しかし,要素長さな

どは扱 う波動の波長を考慮して設定されており,妥当

な結果が得られているものと考えている.図一暮を見る

と,0.5Hz程度以下の低振動数帯では,各点での応答

振幅はほぼ2を示すことがわかる.これは直感的には,

低振動数の場合,入射波の波長が地形の起伏の高さと

比べて十分に長いため,入射された波動が地形の起伏

の影響をほとんど受けずに反射されるためであると解

釈されるが,3.(5)b)節ではこれを散乱波の寄与分布に

基づいて論じる.その他の振動数では,均質地盤にも拘

らず各点での応答振幅は0-4程度の範囲にあり,地形

の影響は無視できないものと考えられる.また,極大

値を示す振動数は着目点によって異なることがわかる.

起伏の頂上のC点の応答に注目すると,振動数が0

-10Hz程度の比較的広い範囲で,他点と比べて応答振

幅が大きく,一般に起伏の頂上付近では振動数の違い

によらずに揺れやすいことが認められる.

一方,C点以外の着目点では,最大応答はC点より

も小さいものの,振動数に対する変化が著しく,応答

振幅が0近くまで減少する振動数が存在することが特

徴的である.

(3)厳密解法と級数解法による振幅分布の比較

図-5は地形モデルの水平座標を横軸,応答振幅を縦軸

とした振幅分布 (絶対値)である.図-5(a),(b)はそれぞ

れ,A点の応答振幅が極小値を示す振動数2Hzと極大値

を示す振動数3.5Hz(図-暮参照)における振幅分布であ

る.太実線は厳密解,太破線は入射波のみによる応答振

幅u(0),また,細実楓 細破線 一点鎖線は式(20)によ

る級数解で,それぞれ入射波と1次散乱波 (u(0)+u(1)),

入射波と1次,2次散乱波 (u(0)+u(1)+u(2)),入射

波と1次-3次散乱波 (u(0)+u(1)+u(2)+u(3))の

応答振幅を重ね合わせた振幅を示す.地盤が均質であ
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図一l平面波の鉛直入射に対するA～E点の応答関数

るため入射波のみによる応答振幅 (u(0))は一様に2で

ある.

厳密解 と級数解を比較すると,入射波 とl次散乱波

を重ね合わせた級数解 (細実線)によっても厳密解 (太

実線)の形状の特徴は捉えられているものの,値には比

較的大きい差異が見 られる. しか し,2次,3次の高次

散乱波を重ね合わせ ることにより近似が良くな り,ほ

ぼ厳密解に近い結果が得 られることがわかる.また図

-5(a)と比べて,図-5(b)では応答振幅が極大 ･極小を

示す地点が多 く見られ る.平坦部分におけるこれ らの

極大値 (あるいは極小値)を示す地点の間隔は,入射

波の波長 (約 29m)とほぼ同 じ値になってお り,起伏

によって散乱されて水平方向に伝播する波動 と入射波

とが重な り合 うためにこのような振幅分布を示すこと

がわかる.このため,振動数が高 くなるほど,より複

雑な振幅分布を示 している.

なお,起伏の頂上付近は大きい応答振幅を示 してお

り,この図からも頂上 (横軸上で 士15mの位置)付近

が揺れやすいことが分かる.

(4)近似解の収束性

級数解の収束性を示す量として,次式に示す各次数

の散乱波による変位の地表面の単位長 さ当た りの平均

パワー Svを算定 した.

su-imil陣 L- (24)

ここで,Z/は散乱波の次数 LTは境界 Ilの長さである.

図16は散乱波の各次数に対 して,S〝をプロットした

ものである.図中の振動数は各着 目点での応答振幅が

極大 となる振動数である (図-1参照).この図か ら,1

次や 2次などのごく低次の散乱波のパ ワーが大きいこ

とがわかる.そ して 2次以上では,Suがほぼ直線的に

減少 してお り,次数 〝の増加に対 して指数関数的に減
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少することがわかる.このことから,本地形モデルに

おいては式 (20)の級数解の最初の数次の散乱波によっ

て応答振幅を近似できることがわかる.なお,収束の

条件はノルムに基づく式(16)で与えられるため,収束

する地点と収束しない地点が混在することはない.ま

た,本節のような級数の収束に関する議論においては,

ノルムに基づいた定量的な検討が可能である.さらに,

散乱波の寄与などの波動論的な現象とノルムの関係は

非常に興味深いテーマであると考えられる.しかし,現

荏,両者の波動論的な関係については未検討であるた

め,現時点ではノルムを求めても収束性の判断以上の

有益な議論を行うことができない.また,収束性はノ

ルムによるまでもなく図-5や図16から判断できるため,

本研究ではノルムの計算を行っていない.今後,両者

の関係について理論的な検討を進めていきたい.

(5) 各着目点に対する散乱波の寄与分布

a) 応答関数が極大値を示す振動数における散乱波の

寄与分布

図-7(a)～(e)は着目点A～Eそれぞれでの応答振幅に

対する1-3次の散乱波の寄与 万 言(式(23)),ならび

にそれらを重ね合わせた散乱波全体の寄与を示したも

のである.振動数はそれぞれの着目点 (A～B)での応

答関数が極大値を示すときのものである.図の横軸は,

着目点 (式 (23)中のj節点)での応答振幅に寄与する

散乱波の波源となる点 (同m節点)の位置の水平座標,

縦軸はその振幅である.ただし,入射波として単位振

幅の平面波が鉛直入射する場合を扱っており,図中の

実線と破線はそれぞれ,着目点での入射波の振幅が最

大振幅 1となるときの散乱波の振幅の実部と虚部を示

す.本研究ではこの分布を散乱波の寄与分布と称する.

なお,図中,着目点自身からの一次散乱波の寄与は 0

となっているが,これは式(13)より,式(23)における

(Hy)Jjが0であるためである･

図-7(a)は3.5HzにおけるA点に対する散乱波の寄

与分布を示す.この図から,A点では隣の山部分,特

に起伏の頂上部分よりもA点から見て外側の斜面部分

(図中 1)からの散乱波の寄与が大きいことがわかる.

これは,地表面上の点X から着目点Y-のベクトル

Y-Xと山部分の外側斜面部分の法線ベクトルnの向

きとの関係が平行に近いために,式(19)の∂r/∂n(X)
の値がこの部分で大きくなるためである.またA点近

傍 (図中2)からの散乱波の負の寄与が大きいが,こ

れは2.(4)節で指摘したように両点の距離が短く幾何減

衰の影響が小さいためHl(2)(kpr)自体が大きく,かつ,

∂r/∂n(X)が負となるためである.なお,着目点近傍

からの寄与は,散乱波の伝播距離が小さく伝播による

位相の変化が極めて少ないため,散乱波の波長 (或い

は振動数)にあまり依存しないものとなる.

図-7(b)は8.7HzにおけるB点に対する散乱波の寄

与分布を表す.この図から,B点には右の山の頂上部

分から外側の斜面部分にかけて (図中 1),及び中央の

谷部分から左の頂上部分までの部分 (図中2)からの散

乱波の寄与が大きいことがわかる.これは,両者共に

∂r/∂n(X)の値が大きいためと考えられる.なお,図

中2の部分とB点は間に谷があるため,この散乱波は

この部分を回折してB点に寄与を与える.一方,A点

の場合と異なり着目点 (B点)近傍 (図中3)からの寄

与は全ての次数で小さくなっている.これはB点とB

点近傍の距離は短いものの,B,点近傍の地形が直線的で

あるため,nとY-Xがほぼ直交し,∂r/∂n(X)が小

さくなるためである.同じ理由で起伏の両側の平坦部

分 (図中4)からの一次散乱波の寄与は全く生じない.

図-7(C)は2.8HzにおけるC点に対する散乱波の寄

与分布を表す.この図からC点は,C点が位置する山

部分の地表面の広い範囲 (図中1)から強い寄与を受け

ていることがわかる.特に一次散乱波の寄与分布の形

状は正負が逆であるがA点の場合のそれと類似してい

る.これは,A点が谷に位置するのに対してC点が山

の頂上に位置するため,∂r/an(X)の符号は正負が逆

になり,かつ,Hl(2)(kβr)の値は同じ分布を示すためで

ある (2.(4)節参照).また,平坦部分 (図中2)や左の

山部分 (図中3)から回折してC点に到達する散乱波の

寄与も認められ,起伏のある地盤における波動伝播は

波線論的に論じるだけでは不十分であることがわかる.

図-7(d)は6.5HzにおけるD点に対する散乱波の寄

与分布を示す.この図から,D点には起伏のD点近傍

(図中1)からの散乱波の寄与が非常に大きいことがわ

かる.これはD点が起伏に隣接した平坦部分に位置する

ため,起伏を構成する地表面のD点近傍ではHf2)(kpr)

の値とともに,∂r/∂n(X)が大きくなるためである.し

かし,散乱波の波源が境界上を頂上方向-D点から離

れていくのに従って,D点と起伏との位置関係によっ

てHl(2)(kpr)の値だけでなく∂r/an(X)の値が急速に

小さくなるため,D点のごく近傍からの散乱波の寄与

が鋭いピークを示すものと考えられる.一方,平坦部

分 (図中2)からは,地表面の平坦部分に着目点がある

(∂r/∂n(X)-0)ため-次散乱波は全く生じず,わずか

に高次の散乱波の寄与が認められる程度である.また,

D点に向かい合った位置にある中央の谷部分から右側の

山部分までの斜面 (図中3)からの散乱波の寄与が比較

的大きい鹿を示すことは他の着目点と同じ傾向である.

図-7(e)は5.1HzにおけるE点に対する散乱波の寄

与分布を表す.E点は起伏から比較的離れた平坦部分

(∬=32.5m)にあるものの,依然として起伏のある部

分からの散乱波の影響が強いことがわかる.1-3次散
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(e)E点 5.1Hz

図-7応答関数が極大値を示す振動数における散乱波の
寄与分布 (つづき)

乱波の寄与分布はD点の場合と似た形状を示 している

ものと考えられるが,起伏の部分の縁 (図中 1)からの

寄与は,D点の場合と比べて着目点との距離が大きい

ために鋭いピークは現れないことがわかる.

A～Eのどの着目点においても1,2次散乱波の寄与

が 3次以上の高次の散乱波と比べて大きい債を示すこ

とがこれらの寄与分布からもわかる.また,平坦部分

には起伏による散乱波の寄与が認められ,起伏が局所

的なものであってもその周囲の平坦部分をも含めた広

い範囲の地震動に影響を与えることがわかる.

b) 低振動数ならびに応答関数が極小値を示す振動数

における散乱波の寄与分布

本節では,着目点をA点とし,応答振幅がほぼ2と

なる低振動数 (0.5Hz)と応答振幅が極小値を示す振動

数 (2Hz)の場合 (図一l参照)について散乱波の寄与

分布を検討する.

図-8(a)は0.5Hzの場合の散乱波の寄与分布を示す.

この図から,A点の周囲の谷の部分 (図中1)と山部分

より外側の斜面部分 (図中2)から1次散乱波が生じて

いることがわかる.一方,2次散乱波や3次散乱波の寄

与は小さい.これらのことから,応答振幅がほぼ 2と

なる場合であってもごく低次の散乱波が生じる場合が

あることがわかる.しかし,1次散乱波の振幅分布は正
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負ほぼ等しく生 じた結果,これらの散乱波を足し合わ

せると打ち消し合ってほぼoとなり,A点の応答振幅

がほぼ2になったものと理解できる.

図J(b)はA点の応答関数が極小値を示す振動数2Hz

における散乱波の寄与分布を示す.この図を見ると,A

点周辺 (図中1)の一次散乱波の寄与は3.5Hzの場合と

類似している (前述のようにこの部分からの寄与はあ

まり振動数に依存しない)が,頂上の外側の斜面部分

(図中2)の寄与がこの振動数では負となるため散乱波

全体の振幅が大きな負債となり,これが入射波の振幅

と打ち消し合 うために,A点の応答関数が極小値を示

すことがわかる.逆に,このように入射波を打ち消す

ような大きな負債の散乱波は,着目点周囲からの寄与

が常に正となる頂上付近で昼生じにくく,このために,

C点の応答関数にはあまり明瞭な落ち込みが現れない

ものと考えられる.

4. 結論

本研究では境界要素法と摂動解法を組み合わせた,地

表面に起伏のある地盤の地震応答解析手法を展開した.

以下に得られた知見を列挙する.

1) 振動数領域における境界要素法によって得られる

連立一次方程式の係数行列 (境界要素行列)をノ

イマン級数に直接展開する摂動解法を示した.

2) 本手法によって得られる級数解によって,地表面

での地震応答を入射波と境界の各点からの次数ご

との散乱波の寄与とに分解することができる.

3) 本手法によって,それぞれの境界要素から着目

点に至るまでの幾何減衰を含む波動関数である

Hi2)(kpr)と両者の位置関係が振幅に与える影響

を表す項∂r/∂n(X)の二つのファクターを用いて

散乱波の振幅について論じることができる (式(19)

参照).

本手法の有効性を示すために,1.5波分の正弦波の形

状の地表面を有する地形モデルに適用 し,地表面の応

答関数や散乱波の寄与分布について考察を加えた.

4) 本手法によって得られる級数解は本地形モデルに

おいては急速に収束し,ごく低次の級数項で厳密

解とほぼ等しい近似解が得られることを確認した.

そして,1次散乱波,2次散乱波などのごく低次の

散乱波の寄与が地盤の応答振幅に顕著な影響を与

えることを示 した.

5) 起伏の谷の部分では,この点に向かい合った外側

の斜面部分からの散乱波の寄与が大きい.これは,

この部分の地表面の法線の方向と着目点-の方向

との関係から∂r/∂n(X)の値が大きいためである.

6) 起伏の頂上や谷底では,これらの点の周囲の部分



(b)2.0Hz

図ぺ A点-の散乱波の寄与分布 (a)0.5Hz,(b)2.0Hz

からの散乱波の寄与も大きい.これは散乱波の発

生地点と着 目点の距離 γが短いため幾何減衰の影

響が小 さく,波動関数 Hi2)(kpr)自体が卓越する

ためである.また,この寄与は 2点間の距離 γが

影響 しないため,振動数にあまり依存 しない.

7) 一方,着 目点が起伏の中腹部分にある場合,着 目点

の周囲からの寄与は殆ど生じない.これは,この部

分の地形が直線的な形状であるため,∂r/∂n(X)

がほぼ 0となるためである.

8) 平坦部分には起伏のある部分からの散乱波の寄与

が広い範囲で生 じる.すなわち,起伏によってそ

の周囲の平坦部分をも含めた範囲の地震動が影響

を受ける.
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BOUNDARYELEMENT-PERTURBATIONMETHODUSINGNEUMANNSERⅡ王S

EXPANSIONFORSEISMICRESPONSEANALYSISOFTHEGROUNDWITH

IRREGULARSURFACE

HidenoriMOGI,HidejiKANAKAMIandKojiFUKUHARA

Ithasbeenpointedoutthatthegroundwithanirregularsurfacecausescomplicatedseismicresponses･However,the

processofgeneratlngthiscomplexresponseisnotyetclarified･Ⅰnthisstudy,boundaryelement-perturbationmethod
hasbeendevelopedtoinvestigateSCattenngOfseismicwavesduetoanirregularsurface.Thismethodisbasedonthe

boundaryelementmethodinfrequencydomainandperturbationtechniqueemployingtheNeumannseries,Byusing
thismethod,thegroundresponsecanbeseparatedintothoseinducedbyincidentwavesandscatteredwaves.Numerical

resultsshowedthattheamplitudesofthescatteredwavesareaffectedbybothdistanceanddirectionoftheirregular

surfacetotheobservationpoints.

90


	名称未設定

